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平成 22(2010)年度「社会保障費用統計」の概況取りまとめ

社会支出(110兆円)、 社会保障給付費(103兆円)とも過去最高を更新

国立社会保障。人口問題研究所はこのほど、平成 22(2010)年度の「社会保障費用統計」(旧
「社会保障給付費」)を取りまとめましたので、公表します。
「社会保障費用統計」は、年金や医療保険、介護保険、雇用保険、生活保護など、社会保障

制度に関する 1年間の支出を取りまとめたもので、ILO(国際労働機関)が定めた基準による
ものと、OECD(経済協力開発機構)基準によるものを総称しています。昨年 (平成 21年度
版)までは、ILO基準を中心に「社会保障給付費」として公表してきましたが、今年7月 に本

統計が基幹統計指定 (総務大臣告示)されたのを機に、今回から名称を「社会保障費用統計」

と変更し、ILO基準とOECD基準の両方を公表することになりました。
「社会支出」(OECD基準)は「社会保障給付費」(ILO基準)と比べ、施設整備費など直
接個人に渡らない支出や就学前教育、自動車賠償責任保険、生活保護以外の住宅関係費などま

で集計範囲に含みます。ILO基準の諸外国データが 1996年以降、更新されていないのに対し、
OECD基準のデータは定期的に更新 。公表されており、国際比較の観点からは重要な指標と
なっています。

【集計結果のポイント】            ‐

・2010年度の「社会支出」総額は HO兆 4,541億 円で過去最高を更新。対前年度増加額は
1兆 5,914億円、伸び率は 1.5%となっている。

r2010年度の「社会保障給付費」総額は 103兆 4,879億円で初めて 100兆円を超え、過去
最高。対前年度増加額は 3兆 6,272億円、伸び率は 3.6%となっている。

。国民 1人当たりの「社会支出」は 86万 2,500円、「社会保障給付費」は 80万 8,100円。

。社会支出を政策分野別にみると、最も大きいのは「高齢」で 52兆 2,013億 円、次いで「保
健」の 35兆 589億円。この 2分野で総額の約 8割 (79.0%)を 占める。

・社会保障給付費を「医療」、「年金」、「福祉その他」に3分類すると、「医療」は 32兆 3,312
億円で総額に占める割合は 31.2%、 「年金」は 52兆 4,184億円で同 50,7%、 「福祉その
他」は 18兆 7,384億円で同 18.1%となっている。

・社会保障給付費に対応する、社会保険料や公費による負担などの「社会保障財源」は総
額 H2兆 1,707億円で、前年度に比べ 10兆 6,714億円、8.7%の減となっている。
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社 会 保 障 費 用 統 計 (概要 )

平成 24年 11月

国立社会保障 。人日問題研究所

これまで毎年 ILO基準による「社会保障給付費」を公表してきたところであるが、今年
7月に社会保障費用統計として統計法2条第 4項第 3号による基幹統計指定を受けたことに

伴い、平成 22年度版よりその名称を「社会保障費用統計」と改訂し、LO基準に加えて国
際比較が可能な OECD基準の社会支出の集計結果を追加して公表することとしたもの。

社会支出は 110兆 4,541億円、社会保障給付費は i03兆 4879億

(1)2010年度の社会支出の総額は 110兆 4,541億 円であり、対前年度増加額は 1兆 5,914

億円、伸び率は 1.5%である。

(2)2010年度の社会保障給付費の総額は 103兆 4,879億 円であり、対前年度増加額は 3

兆 6,272億円、伸び率は 3.6%である。

(3)国民 1人当たりの社会支出は 86万 2,500円 であり、国民 1人当たりの社会保障給付
費は80万 8,100円である。

社会保障費用の推移
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(注 )社会支出には、社会保障給付費に加えて、施設整備費等の個人に帰着しない支出、
および就学前教育、自動車賠償責任保険、生活保護以外の住宅関係費等の制度も集
計範囲に含む。詳しくは巻末参考資料51‐52頁参照。



会支出 :政策分野別

(1)社会支出を政策分野別にみると、最も大きいのは「高齢」であり、52兆 2,013億円、

総額に占める割合は47.3%である。

(2)政策分野別で 2番目に大きいのは「保健」であり、35兆 589億円、総額に占める割      ・
合は 31.7%である。

(3)上位 2つの政策分野別以外では、「遺族」 6兆 9,343億 円で 6.3%、「家族」 6兆 1,131

億円で 5.5%、「障害、業務災害、傷病」 5兆 2,898億 円で 4.8%、 「失業」 1兆 4,500

億円で 1.3%、 「積極的労働市場政策」 1兆 3,316億 円で 1.2%、 「他の政策分野J l

兆 2,667億円で 1.1%、 「住宅」8,083億円で 0。7%となっている。

(4)対前年度伸び率では「家族」力i34.0%と増加する一方、「積極的労働市場政策」が
34.2%、 「失業」が 21.2%減少している。



政策分野別社会支出の推移
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社会支出の国際比較

諸外国の社会支出を対国内総生産比及び対国民所得比でみると、我が国は、アメリカよ

りは大きいがヨーロッパ諸国に比べると小さくなっている。

社会支出の国際比較 (2009年 )

4036

目末    アメリガ  イギリス   ドイツ   フランス  スウェrデン

社会支出の国際比較 (2009年 )

(資料)OECD SOc皿 Expenこture Datab“ e2012配 による。
ettp:〃 ww oecd.OrノdB/mdalfeゅ mぬm
国内総生産 。国民所得については、日本は内閣府「平成24昨版国民経済計算年報J、 諸外国はOЁCD
Nttkmal Account● 2012に よる。
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障給付費 :部門

(1)社会保障給付費を「医療」、「年金」、「福祉その他」に分類して部門別にみると、「医

療」が 32兆 3,312億円で総額に占める割合は 31.2%、 「年金」が 52兆 4,184億円で

50.7%、 「福祉その他」が 18兆 7,384億円で 18.1%である。

(2)「医療」の対前年度伸び率は 4.8%である。

(3)「年金」の対前年度伸び率は 1.3%である。

(4)「福祉その他」の対前年度伸び率は 8.4%である。このうち、介護対策 (再掲)は 5.5%

の伸びとなっている。

部門別社会保障給付費の推移
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会保障財源

社会保障財源の概念は社会保障給付費と同様 ILO基準に対応するものでt総額には、給
付費に加えて、管理費及び施設整備費等の財源も含まれる.

(1)収入総額は 112兆 1,707億円である。

(2)項目別割合をみると「社会保険料」が 57兆 8,468億円で、収入総額の51.6%を占め
る。次に「公費負担」が40兆 83o億円で35.7%を 占める。

(3)対前年度伸び率をみると、「社会保険料」が 4.4%、 「公費負担」が 2.3%それぞれ増
加するとともに、「資産収入」力奮大幅に減少したため、全体では8.7%の減少となって

いる。

項目別社会保障財源の推移
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(注)「資産収入」については、公的年金制度等における運用実績により変動することに留意する必要
がある。また、「その他」は積立金からの受入を含む。
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